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(取組内容)

コストの推移

項目

市民参加の取組状況

予算額
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一般財源

国庫、県支出金、地方債

その他
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　共有、理解

　企画・立案、計画

　実行

　評価、検証

事
業
費 内

訳

件
人

費
内
訳

相談業務のチラシを作成し、区会等に配布及び広報紙並びに市HPに掲載し、市民に周
知を行う。

特になし

特になし

特になし

地区相談課及び６地区の相談センターは、地区の振興に係る市民の要望、意見を受け、関係部署と連携・
協力し、問題解決に向け業務にあたる。
積極的に地域に出向き、市民から聞き取りを行い、地域の抱える問題等の把握に努める。
地区相談課及び相談センターは、情報共有及び問題解決に向けて定期的に会議を開催する。

継続

地区相談事務

職員のみ

         8.00          8.00          8.00          2.00          2.00

         0.00          0.00          0.00          0.00          0.00

無 無 無 無 無

      56,456       54,265       54,397       13,600       13,600

01-030110-23

     1,055.0        862.0          0.0          0.0          0.0          0.0

           0        4,266        4,598            0            0

毎年度

特になし

特になし

地域の課題や意見・要望に対し、市民との相互理解と信頼関係を深め、地域の振興を図る。

（個別施策Ⅰ-３-②地域資源をいかした持続的な周辺市街地の振興）

相談件数

R01年度 R02年度 R03年度 R04年度 R05年度 R06年度

令和 2年度

         0.0          0.0          0.0          0.0          0.0          0.0

自治事務（任意）

16平和と公正をすべての人に
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活動結果指標

市民部地区相談課

地区相談係、地区相談センター

市民

件

           0            0        4,736        4,622        4,622

           0            0            0            0            0

           0            0            0            0            0

           0        4,266        4,598            0            0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度
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事業の成果と課題

前年度の課
題への対応

　進捗状況

評価

成果

　市民ニーズ

　市の関与

　優先度

改善目標

業務

組織、
予算等

課
題

電話での相談もできることのチラシを作成し、ＨＰや市報で周知していく。新型コロナウィルス感染症
の状況を見ながら地域の情報収集に努め、課題解決に繋げていく。

市民からの要望・意見に、関係部署と連携・協力し、課題の解決に向けて業務にあたることができた。

継続

4

4

5

3

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

年度当初の計画通りに事業を実施することができた。

市が直接担うべき事業である。

市民ニーズや市民生活への影響等を鑑みて、継続して実施する必要がある。

今年度は新型コロナウィルス感染症の影響で、地区相談課及び各地区相談センターの来庁者が減ったた
め、全体的に市民からの要望・相談件数が減少した。

地域の課題を迅速に解決するため、引き続き関係部署との連携を図る必要がある。
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－

新型コロナウィルス感染症の影響で各種総会や地域のイベントが中止なり、地域の話し合いから出てく
る要望等が減ったことで、十分な情報収集をすることができなかった。


